
 

「外国証券の取引に関する規則」の一部改正について 

 

                   日証協 平成２９年１２月２６日      

 

本協会では、平成 29年 12月 26日付で決議された持回り自主規制会議において、ア

ジア地域ファンド・パスポート（以下「ARFP」という。）についての国内制度整備に対

応するため、ARFPルール（ARFPの協力覚書で規定する基準をいう。）で行うこととなっ

ている、ARFPの枠組みに基づき運用することを目的とする外国投資信託証券（以下「ARFP

ファンド」という。）を輸入する際の当該ファンドの ARFPルールへの適合状況のホスト

国（輸入国）における認証について、日本では、認証プロセスのなかで、適合状況の確

認を代行協会員が行うスキームとすることから、ARFP ファンド専用の選別基準を新設

することとし、「外国証券の取引に関する規則」の一部改正を行った。 

 

本規則改正は、平成 29年 12月 29日から施行する。 

 

本件の趣旨骨子及び新旧対照表等は、以下のとおりである。 
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「外国証券の取引に関する規則」の一部改正について 

 

平成 29 年 12 月 26 日 

日本証券業協会 

 

Ⅰ. 改正の趣旨 

金融庁では、去る平成 28 年４月 28 日にアジア地域ファンド・パスポート（以下

「ARFP」という。）の協力覚書（以下「MOC」という。）に署名を行い、同年６月 30

日に MOCが発効され、ARFP参加各国においては、本年 12月 31日までに ARFPについ

ての国内制度整備を行うこととされている。 

ARFPルール1では、ARFPの枠組みに基づき運用することを目的とする外国投資信託

証券（以下「ARFPファンド」という。）を輸入する際は、当該ファンドの ARFPルー

ルへの適合状況についてホスト国（輸入国）においても認証を行うこととなっている。

日本においては、認証プロセスのなかで、適合状況の確認を代行協会員が行うスキー

ムとすることから、ARFPファンド専用の選別基準（以下「ARFP選別基準」という。）

を新設することとする。 

 

Ⅱ. 改正の骨子 

１．ARFP選別基準の新設 

ARFP 選別基準を新設し、ARFP ファンドを国内で販売する場合は ARFP 選別基準

に適合しなければならないこととする。（第 16条第１項第３号及び第２項、第 17

条第１項第３号及び第２項） 

 

２．その他  

（１） 適合状況に係る確認書の明確化 

販売開始時に、実務上代行協会員から提出を受けている選別基準への適合状況

に係る「確認書」について、規則上明確化する。（第 18条第１項） 

（２） 運用報告書に係る電子交付義務の見直し 

投資信託及び投資法人に関する法律に規定されている運用報告書の電子交付に

ついては、本規則の対象としないこととする。（第 21条第３項、第 32条第１項第

５号及び第６号） 

（３） その他 

規則の明確化や表現の統一の観点から、所要の改正を行う。（第３条第６項第 10

号、第 16 条第１項第 12 号、第 17 条第１項第 10号、第 22 条第１項、第 32 条第

１項第８号） 

 

Ⅲ. 施行の時期 

この改正は、平成 29年 12月 29日から施行する。 

                                                
1 MOCで規定する基準をいう。 
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○ 本件に関するお問い合わせ先 

日本証券業協会 公社債・金融商品部 （TEL 03-3667-8514） 

 

 

以  上 
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「外国証券の取引に関する規則」の一部改正について 

 

平成 29 年 12 月 26 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

  

（契約の締結） （契約の締結） 

第３条  （ 現行どおり ） 第３条  （ 省   略 ） 

６ 第２項の約款には、次の各号に掲げる

内容を定めなければならない。ただし、

協会員の業務内容等に鑑み、あらかじめ

顧客との間で契約を締結する必要のない

場合にはこの限りでない。 

６    （ 同   左 ） 

10 協会員又は外国投資信託証券の発行

者は、当該協会員が顧客から保管の委

託を受けた外国投資信託証券に係る決

算報告書（投信法第59条の規定におい

て準用する同法第14条に規定する運用

報告書及び運用報告書に記載すべき事

項のうち重要なものを記載した書面

（以下「運用報告書等」という。）を含

む。）その他の書類（以下「決算報告書

等」という。）を、当該顧客に送付する

こと（法令等により顧客への送付が不

要とされる場合を除く。）。 

 

10 協会員又は外国投資信託証券の発行

者は、当該協会員が顧客から保管の委

託を受けた外国投資信託証券に係る決

算報告書その他の書類（法令等により

顧客への送付が不要とされるものを除

く。）を、当該顧客に送付すること。 

（外国投資信託受益証券の選別基準） （外国投資信託受益証券の選別基準） 

第16条  （ 現行どおり ） 第16条  （ 省   略 ） 

３ 国内における代理人の指定 

管理会社の代理人（管理会社から国内

における一切の裁判上、裁判外の行為を

行う権限を委任された個人又は法人をい

う。以下同じ。）が国内に設置されている

ものであること。この場合において、当

該代理人は第５号の代行協会員（外国投

資信託証券（当該協会員が選別基準に適

合していることを確認したものに限る。）

の指定会社であって、当該外国投資信託

証券の発行者又は現地の引受会社との契

約により第21条の業務を当該外国投資信

託証券の発行者に代って国内で行う協会

員をいう。以下同じ。）が兼務することを

妨げない。 

３ 国内における代理人の指定 

管理会社の代理人（管理会社から国内

における一切の裁判上、裁判外の行為を

行う権限を委任された個人又は法人をい

う。）が国内に設置されているものである

こと。この場合において、当該代理人は

第５号の代行協会員（外国投資信託証券

（当該協会員が選別基準に適合している

ことを確認したものに限る。）の指定会社

であって、当該外国投資信託証券の発行

者又は現地の引受会社との契約により第

21条の業務を当該外国投資信託証券の発

行者に代って国内で行う協会員をいう。

以下同じ。）が兼務することを妨げない。 

12 不適切取引の禁止 

管理会社が自己又は外国投資信託受益

証券の受益者以外の第三者の利益をはか

る目的で行う取引等、受益者の保護に欠

12 不適切取引の禁止 

管理会社が自己又は当該投資信託証券

の受益者以外の第三者の利益をはかる目

的で行う取引等、受益者の保護に欠け、
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新 旧 

  

け、若しくは投資信託財産の運用の適正

を害する取引を禁止するものであるこ

と。 

若しくは投資信託財産の運用の適正を害

する取引を禁止するものであること。 

２ 前項の規定にかかわらず、アジア地域

ファンド・パスポート（以下「ＡＲＦ

Ｐ」という。）の枠組みに基づき運用す

ることを目的とする外国投資信託受益証

券の選別基準は、次の各号に掲げる事項

とする。 

     （ 新   設 ） 

 

１ ＡＲＦＰルールへの適合 

ＡＲＦＰの枠組みで定められた要件

（以下「ＡＲＦＰルール」という。）を満

たしていること。 

     （ 新   設 ） 

 

２ 国内における代理人の指定 

管理会社の代理人が国内に設置されて

いるものであること。この場合におい

て、当該代理人は代行協会員が兼務する

ことを妨げない。 

     （ 新   設 ） 

 

３ 裁判管轄権 

我が国の投資者が取得した外国投資信

託受益証券の取引に関連する訴訟の裁判

管轄権が我が国に属することが明らかな

ものであること。 

     （ 新   設 ） 

 

４ 代行協会員の設置 

代行協会員が国内に設置されているも

のであること。 

     （ 新   設 ） 

 

５ 不適切取引の禁止 

管理会社が自己又は外国投資信託受益

証券の受益者以外の第三者の利益をはか

る目的で行う取引等、受益者の保護に欠

け、若しくは投資信託財産の運用の適正

を害する取引を禁止するものであるこ

と。 

     （ 新   設 ） 

 

６ 経営者の変更 

管理会社の役員の変更について、監督

当局、投資者又は受託者の承諾等を要す

るものであること。 

     （ 新   設 ） 

 

  

（外国投資証券の選別基準） （外国投資証券の選別基準） 

第17条  （ 現行どおり ） 第17条  （ 省   略 ） 

３ 国内における代理人の指定 

外国投資法人の代理人（外国投資法人

から国内における一切の裁判上、裁判外

の行為を行う権限を委任された個人又は

法人をいう。以下同じ。）が国内に設置さ

れているものであること。この場合にお

３ 国内における代理人の指定 

外国投資法人の代理人（外国投資法人

から国内における一切の裁判上、裁判外

の行為を行う権限を委任された個人又は

法人をいう。）が国内に設置されているも

のであること。この場合において、当該
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新 旧 

  

いて、当該代理人は代行協会員が兼務す

ることを妨げない。 

代理人は代行協会員が兼務することを妨

げない。 

10 不適切取引の禁止 

運用会社が自己又は第三者の利益をは

かる目的で行う取引等、投資主の保護に

欠け、若しくは外国投資法人の資産の運

用の適正を害する取引を禁止するもので

あること。 

10 不適切取引の禁止 

運用会社が自己又は第三者の利益をは

かる目的で行う取引等、投資主の保護に

欠け、若しくは投資法人の資産の運用の

適正を害する取引を禁止するものである

こと。 

２ 前項の規定にかかわらず、ＡＲＦＰの

枠組みに基づき運用することを目的とす

る外国投資証券の選別基準は、次の各号

に掲げる事項とする。 

     （ 新   設 ） 

 

１ ＡＲＦＰルールへの適合 

ＡＲＦＰルールを満たしていること。 

     （ 新   設 ） 

 

２ 国内における代理人の指定 

外国投資法人の代理人が国内に設置さ

れているものであること。この場合にお

いて、当該代理人は代行協会員が兼務す

ることを妨げない。 

     （ 新   設 ） 

 

３ 裁判管轄権 

我が国の投資者が取得した外国投資証

券の取引に関連する訴訟の裁判管轄権が

我が国に属することが明らかなものであ

ること。 

     （ 新   設 ） 

 

４ 代行協会員の設置 

代行協会員が国内に設置されているも

のであること。 

     （ 新   設 ） 

 

５ 自己証券の取得禁止 

外国投資法人が、自ら発行した外国投

資証券を取得するものでないこと。 

 

６ 不適切取引の禁止 

運用会社が自己又は第三者の利益をは

かる目的で行う取引等、投資主の保護に

欠け、若しくは外国投資法人の資産の運

用の適正を害する取引を禁止するもので

あること。 

     （ 新   設 ） 

 

７ 経営者の変更 

外国投資法人の役員の変更について、

監督当局、投資者又は受託者の承諾等を

要するものであること。 

     （ 新   設 ） 

 

  

（販売開始の届出等） （販売開始の届出等） 

第18条 代行協会員は、当該外国投資信託

証券について別に定める様式により作成

した「外国投資信託証券取扱届出書」、

選別基準への適合状況に係る「確認書」

第18条 代行協会員は、当該外国投資信託

証券について別に定める様式により作成

した「外国投資信託証券取扱届出書」及

び当該締結した契約書の写しその他本協
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新 旧 

  

及び代行協会員契約に係る契約書の写し

その他本協会が必要と認める書類を本協

会に提出しなければならない。 

会が必要と認める書類を本協会に提出し

なければならない。 

２    （ 現行どおり ） ２    （ 省   略 ） 

  

（資料の送付等） （資料の送付等） 

第 21条  （ 現行どおり ） 第 21条  （ 省   略 ） 

２    （ 現行どおり ） ２    （ 省   略 ） 

３ 代行協会員は、代行業務に係る外国投

資信託証券に関する決算報告書等を、当

該外国投資信託証券を顧客に販売した協

会員に送付しなければならない。 

３ 代行協会員は、代行業務に係る外国投

資信託証券に関する決算報告書（投信法

第59条の規定において準用する同法第14

条に規定する運用報告書及び運用報告書

に記載すべき事項のうち重要なものを記

載した書面を含む。以下同じ。）その他

の書類を、当該外国投資信託証券を顧客

に販売した協会員に送付しなければなら

ない。ただし、運用報告書については、

第32条第１項に規定する方法により当該

運用報告書が顧客に提供された場合にあ

っては、当該運用報告書について請求が

あった場合に当該協会員に対し送付する

ものとする。 

４    （ 現行どおり ） ４    （ 省   略 ） 

  

（資料の公開） （資料の公開） 

第 22条 外国投資信託証券を顧客に販売

した協会員は、決算報告書等を顧客に送

付しなければならない。ただし、外国投

資信託証券の発行者が決算報告書等を顧

客に送付した場合又は当該外国投資信託

証券の代行協会員若しくは当該外国投資

信託証券を顧客に販売した他の協会員が

決算報告書等を第 32条第１項に規定す

る方法により顧客に提供した場合は、こ

の限りでない。 

第 22条 外国投資信託証券を顧客に販売

した協会員は、前条第３項に規定する決

算報告書その他の書類（以下「決算報告

書等」という。）を顧客に送付しなけれ

ばならない。ただし、外国投資信託証券

の発行者が決算報告書等を顧客に送付し

た場合又は当該外国投資信託証券の代行

協会員若しくは当該外国投資信託証券を

顧客に販売した他の協会員が運用報告書

を第 32条第１項に規定する方法により

顧客に提供した場合は、この限りでな

い。 

２・３  （ 現行どおり ） ２・３  （ 省   略 ） 

  

（電磁的方法による書面の交付等） （電磁的方法による書面の交付等） 

第 32 条 協会員は、次に掲げる書面の交

付等に代えて、「書面の電磁的方法によ

る提供等の取扱いに関する規則」（以下

「書面電磁的提供等規則」という。）に

定めるところにより、当該書面に記載す

べき事項について電子情報処理組織を使

第 32条 （ 同   左 ） 
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新 旧 

  

用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法により提供することができ

る。この場合において、当該協会員は、

当該書面の交付等を行ったものとみな

す。 

１～４ （ 現行どおり ） １～４ （ 省   略 ） 

５ 第21条第３項に規定する代行業務に

係る外国投資信託証券の決算報告書等

（運用報告書等を除く。） 

５ 第21条第３項に規定する代行業務に

係る外国投資信託証券の決算報告書そ

の他の書類 

６ 第22条第１項に規定する外国投資信

託証券の決算報告書等（運用報告書等

を除く。） 

６ 第22条第１項に規定する外国投資信

託証券の決算報告書その他の書類 

７   （ 現行どおり ） ７   （ 省   略 ） 

 （ 削   る ） ８ 第30条に規定する特例資料等 

  

       付   則 

 

 

この改正は、平成 29 年 12 月 29 日から

施行する。 

 

 

 



「外国証券の取引に関する規則」の一部改正（案） 

に関するパブリックコメントの結果について 

 

 

平成 29 年 12 月 26 日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

 

本協会では、「外国証券の取引に関する規則」の一部改正（案）につきまして、平成 29

年 12月６日から平成 29年 12月 19日までの間、パブリックコメントの募集を行いました。 

その結果、当該期間内に寄せられた御意見はありませんでしたので、別紙のとおり改正

を行うことといたします。 

 

 

以 上 
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